
「法人事業概況説明書」の様式が改訂されます。

税務行政につきましては、日頃からご協力いただきありがとうござい
ます。
平成30年４月１日以後終了事業年度分から、法人事業概況説明書の様

式が改訂されます。

「法人番号」欄の追加及び「納税地」欄等の削除
「納税地」の記載に代えて、
「法人番号」の記載としま
した。また、「応答者氏
名」欄を削除しました。

「支店・子会社の状況」欄の見直し

「支店」及び「子会社」の状況について、国内と海外
に区分けしたほか、海外子会社の出資割合に係る記載
項目を追加しました。

「電子計算機の利用状況」欄の見直し

「電子計算機の利用状況」欄を
「PC利用状況」欄と「販売形
態」欄に区分けし、記載項目を
全般的に見直しました。

「経理の状況」欄の見直し

「社内監査」欄を追加し、各種チェックシート等を活用
した社内監査実施の有無の記入欄を設けました。

主 な 改 訂 の 内 容

平成29年７月
国 税 庁



【平成30年４月１日以後終了事業年度分】
赤枠で囲った部分が主な改訂箇所となります。


